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研究要旨 

本研究では、現在進行中のてんかん拠点病院事業の更なる効果的運用を目指し、てん

かん診療拠点病院運用に参画する地方自治体を増やすことに必要な因子を探索し、解決

を図ることでてんかん診療拠点病院が設置されていない地域への施策をどのように反映

させるか検討した。既存データから得たてんかん入院患者数、てんかん外来患者数に関

するデータを利用し解析する道筋をつけた。データの選別に関して検討を行い、「純粋

なてんかん患者」のデータを選別するための合理的な基準を設けた。また、てんかんコ

ーディネーター実態調査や看護師・薬剤師を対象としたアンケート調査等を行った。て

んかん拠点病院を効果的に運用するために、専門看護師制度創設・専門薬剤師制度など

を例として、コメディカル領域の整備が重要であるという視点からの、拠点病院の備え

るべき要件に関する検討を行った。また、てんかんサポート医制度の確立に向け基礎的

なデータを収集し、てんかんサポート医の具体的な役割、資格などにつき明確化した。 
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Ａ.研究目的  

我が国ではてんかん患者数の登録調査等が行

われておらず今後正確なてんかん患者数や実

態を調査する必要がある。現時点で、てんか

んの有病率が0.8%程度であることを考えると

我が国のてんかん患者は約100 万人と推定す

ることができる。また、てんかんは対象患者

数が多い一般的な疾患であるにもかかわら

ず、これまで、てんかんに関する世間の誤解

や偏見も相まって、てんかん患者・家族が地

域で適正な治療を受けて来たとは言い難い。

学校生活・自動車運転・就労・結婚・出産、

など、生涯の多岐にわたる場面でのケアが必

要であり、てんかんのある人が安心かつ幸せ

な社会生活を営むために支援を受ける体制構

築が求められている。日本てんかん学会は会

員数3020名を有し、世界抗てんかん連盟加盟

国第2番目の会員数規模であり、教育事業等

により専門医数を伸ばしている。しかし、て

んかん医療には薬剤治療のみならず、外科治

療・食事療法など多様な治療アプローチが求

められることもあり、てんかん専門医療機関

の地域偏在の解消にまでは至っておらず、な

お改善する余地がある。「健康寿命の延伸等

を図るための脳卒中、心臓病その他の循環器

病に係る対策に関する基本法」（平成30年12

月14日法律第105号）では、附則第三条にお

いて、一部のてんかんを脳卒中後遺症と位置

づけ、政府が対策検討を講じることとされて

いる。無論、脳卒中後遺症てんかんのみの対

応では不十分であり、今後、国を挙げた対応

がますます求められるところである。これら

の課題改善には、2015 年度から開始され

2018年から本事業に移行したてんかん地域診

療連携体制整備事業を核として進められるこ

とが期待されるが、依然12 自治体で実施さ

れているのみで第7次医療計画を見据えた全

国的に網羅された取組みにまでは至っていな

い。本研究は、てんかんの診療連携体制を推

進するため日本てんかん学会が主体的役割を

担うことを確認し、てんかん診療拠点病院が

参画して行われる。てんかんの疫学調査を目

標とした課題抽出、てんかん拠点病院に設置

されているコーディネーターの活動実績調

査、てんかん患者・家族の実態調査、てんか

んの地域連携や他科・多職種連携の調査及び

分析を通じて、地域の実情を踏まえかつてん

かん患者・家族のニーズに即したてんかんの

地域診療連携体制の構築推進に資する研究を

行う。さらに、どのようにすれば各地方自治

体が拠点病院制度に参画出来るのか、研究を

通じた普及啓発活動も行っていく。また、わ

が国おいててんかん患者数に比べ、てんかん

専門医が少ない現状に対して、より相談しや
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すいてんかんサポート医の創設を目指し、そ

の具体的な役割、 

資格などにつき明確化する。 

 

Ｂ.研究方法 

本研究班では、現在進行中のてんかん拠点病

院事業の更なる効果的運用を目指し、てんか

ん診療拠点病院運用に参画する地方自治体を

増やすことに必要な因子を探索し、解決を図

ることでてんかん診療拠点病院が設置されて

いない地域への施策をどのように反映させる

か検討する。課題抽出ならびに解決を通じ、

国内てんかん医療の量的質的向上を目指し、

研究終了後になお進行中の第7次医療計画に

ある、てんかん医療行政を向上させるに資す

る提言を探る。これらにより本研究班が、て

んかん患者および家族が安心して自分らしく

暮らせるための社会体制を構築することを恒

久的な目的とした活動において、政策をみす

えた専門家集団としての役割を担う。これら

の目的を達成するために、てんかん拠点病院

から集約した臨床データを活用し、以下の項

目に沿った分析・課題抽出・解決策の探索な

どを行う。このために、拠点病院数増加（12

施設から5施設程度の増加）、てんかんコー

ディネーターの質的向上を通じた拠点病院の

質的向上、日本てんかん学会や患者との連

携、てんかん医療向上に対する取り組みを進

化させる。本研究の推進により「てんかん拠

点病院の量的・質的向上」効果が期待され

る。拠点病院を中心とした診療ネットワーク

整備を念頭に置いた疫学調査課題設定及び分

析を行う。コーディネーター人材確保や資質

の向上をめざしたコーディネーター活動分析

ならびに個人情報等を含むデータ等管理を行

う。日本てんかん学会等との連携により、拠

点病院を増やすために必要な要因の追求や自

治体へのアプローチ方策の整理を行う。拠点

病院からのデータ抽出ならびに効果的に拠点

病院を運用するための改善、行政機関が整備

に携わることで医療機関・保健所や教育機関

などの多職種連携の探索、圏内医療均てん化

の方策を探っていく。また、第7次医療計画

に向けた拠点病院整備要件の提言を行う。看

護師やコメディカル、薬剤師、基礎研究者の

それぞれの視点からの拠点病院運用をさぐ

る。患者・家族の実態調査からみた拠点病院

に求められる像を探り、ひとりひとりの患者

と連携した取り組みを考える。また、拠点病

院を核とした遠隔医療を検討する。さらに研

究推進による疾患啓発も行っていく。また、

てんかん外科医療の普及啓発にも努める。て

んかんサポート医制度については各分担研究

報告書を参照。 

 

(倫理面への配慮) 

研究対象者に対する人権擁護の配慮、不利益・

危険性の排除や書面による説明と同意を得る。

取得した個人情報についてはカルテより抽出

した際に、対応表を作成するとともに氏名・患

者 ID を削除し症例登録番号を新たに付けた

状態で解析を行い、公表の際は個人が特定で

きないようにする。 

 

Ｃ.研究結果 

1. 拠点病院調査（（池田、川合、中里、

遠山、山内、太組、廣瀬、西田、松本、吉

岡、小林、飯田、森、饒波、高橋、原）：

拠点病院における、受診患者分布・診断正

誤率・治療介入率・外科治療介入率・逆紹

介率等を分析し、三次医療圏内における効

果的な均てん化に向けた拠点病院のあり方

に関する課題抽出を行った。同時に、拠点

病院において平成 28 年度/平成 30 年度の

診療報酬改定の効果検証及び将来改定に向

けた検討課題抽出も行った。また、てんか
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んサポート医制度の確立に向け基礎的なデ

ータを収集し、てんかんサポート医の具体

的な役割、資格などにつき明確化した。 

2. てんかんコーディネーター・コメディ

カル調査（中川、高橋、原、浦）：てんか

んコーディネーターに関しては、実態調査

を行った。看護師・薬剤師を対象としたア

ンケート調査内容が検討された。てんかん

拠点病院を効果的に運用するために、専門

看護師制度創設・専門薬剤師制度などを例

として、コメディカル領域の整備が重要で

あるという視点からの、拠点病院の備える

べき要件に関する検討を行った。 

3. てんかん患者の精神医学的包括的ケア

分析（岸、高木）：BIO-PSYCHO-SOCIAL-

HEALTH-RELATED※1 の問題と発作・治療効

果の関係に着目し、標準的評価法である

INTERMED※2 日本語版による評価・てんかん

QOL 評価・発作頻度の関連性等について調査

を実施する。H31 年度は倫理審査を終了し、

調査が開始された。 

4. 既存データを用いた疫学研究（中川、

山之内、林、宮本、太組、田中）： 既存デ

ータから得た、てんかん入院患者数、てん

かん外来患者数に関するデータを利用す

る。H31 年度は、レセプトデータの選別に関

して検討を行い、「純粋なてんかん患者」の

データを選別するための合理的な基準を設

けるシミュレーションを行った。 

5. 拠点病院で行われるてんかん有病率・

発症率等の疫学調査（飯田、吉岡、高橋、

林）：平成 31 年度は、上記 4 と比較するた

めに、拠点病院が設置されている特定の三

次医療県内における既存のてんかん診療ネ

ットワークを生かしたてんかんの有病率・

発生率に関する疫学調査を実施するための

準備、提言を行った。 

6. 抗てんかん薬の先進的薬学研究（太組、

浦、長谷川）：H31 年度は抗てんかん薬に関

する先進的薬学研究につながる薬剤師業務

の実態調査と TDM 運用に関する研究を開始

した。 

 

Ｄ.考察 

てんかんの疫学調査を目標とした課題抽出、

てんかん拠点病院に設置されているコーディ

ネーターの活動実績調査、てんかん患者・家族

の実態調査、てんかんの地域連携や他科・多職

種連携の調査及び分析を通じて、地域の実情

を踏まえかつてんかん患者・家族のニーズに

即したてんかんの地域診療連携体制の構築推

進に資する研究を行うことができた。これに

より、どのようにすれば各地方自治体が拠点

病院制度に参画出来るのか、研究を通じた普

及啓発活動も行っていく重要性が再確認され

た。また、コーディネーター人材確保や資質の

向上をめざしたコーディネーター活動分析な

らびに個人情報等を含むデータ等管理を行う

ことが今後の我が国におけるてんかん診療に

大きな利点となると思われた。日本てんかん

学会等との連携により、拠点病院を増やすた

めに必要な要因の追求や自治体へのアプロー

チ方策の整理を行うことができ有益であった。

さらに、拠点病院からのデータ抽出ならびに

効果的に拠点病院を運用するための改善、行

政機関が整備に携わることで医療機関・保健

所や教育機関などの多職種連携の探索、圏内

医療均てん化の方策を探っていく基礎的な考

えをまとめることができた。第 7 次医療計画

に向けた拠点病院整備要件の提言を行う必要

性も重要である。 
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Ｅ.結論 

既存データから得たてんかん入院患者数、て

んかん外来患者数に関するデータを利用し解

析した。既存データの選別に関して検討を行

い、「純粋なてんかん患者」のデータを選別す

るための合理的な基準を設けた。また、てんか

んコーディネーター実態調査や看護師・薬剤

師を対象としたアンケート調査等を行い、て

んかん拠点病院を効果的に運用するために、

専門看護師制度創設・専門薬剤師制度などを

例として、コメディカル領域の整備が重要で

あるという視点からの、拠点病院の備えるべ

き要件に関する検討を行った。 

Ｆ.健康危険情報 

特になし 

（分担研究報告書には記入せずに、総括研

究報告書にまとめて記入） 
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